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規則  
彦根市消防団規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 3 月 18 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 9 号 

彦根市消防団規則の一部を改正する規則 

彦根市消防団規則(昭和 25 年彦根市規則第 9 号)の一部を次のように改正する。 

第 4 条第 1 項および第 2 項を次のように改める。 

 団長は、消防団を統括し、団員を指揮して関係法令等に定める職務を遂行し、市長に対しそ

の責任を負う。 

2 団長は、市長の承認を得て、団員の中から副団長、分団長、副分団長、部長および班長の役員

を任免する。 

第 5 条中「、分団長、副分団長、部長および班長」を「および分団長」に、「4 年」を「2 年」

に改める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市公用自動車等管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 3 月 18 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 10 号 

彦根市公用自動車等管理規則の一部を改正する規則 

彦根市公用自動車等管理規則(平成 3 年彦根市規則第 28 号)の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

彦根市公用車管理規則 

第 2 条第 1 号中「本市が所有する」を削り、「公用二輪車」という。)」の次に「で、市が所有

し、または借り上げて使用し、管理するもの」を加え、同条第 2 号を削り、同条第 3 号を同条第

2 号とし、同条第 4 号中「安全運転管理者の業務を補助するため」を削り、同号を同条第 3 号と

し、同条第 5 号を削り、同条第 6 号を同条第 4 号とし、同条第 7 号を削り、同条第 8 号中「臨時

職員」を「市が公用車の運転を伴う業務を委託する事業者の職員」に改め、同号を同条第 5 号と

する。 

第 2 条の次に次の 1 条を加える。 

(総括管理者) 

第 2 条の 2 公用車の運行管理について、安全運転管理者、副安全運転管理者、車両管理者およ

び整備管理者(整備管理者に事故がある場合は、整備管理者代務者)を指揮監督し、総括の任に

当たる者として総括管理者を置き、総務部長をもって充てる。 

第 3 条第 1 号を次のように改める。 

(1) 道交法第 74 条の 3 第 2 項に規定する業務に関すること。 

第 4 条中「を補佐し」を「の業務を補助し」に改める。 

第 5 条の見出し中「の職務」を削り、同条中「車両管理者は、」を削り、「行うものとする」

を「行う者として、車両管理者を置く」に改め、同条第 3 号中「かぎ」を「鍵」に改め、同条に

次の 1 項を加える。 
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2 車両管理者は、次の各号に掲げる公用車の区分に応じ、当該各号に掲げる職にある者をもって

充てる。 

(1) 次号に掲げる公用車以外の公用車 当該公用車を所管する所属長 

(2) 公有財産管理課において集中管理する公用車(以下「集中管理車両」という。) 公有財産

管理課長 

第 6 条の見出しを「(整備管理者の職務等)」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

2 整備管理者に事故ある場合は、その職務を代行する者として、整備管理者代務者を置く。 

第 9 条の見出しを「(運転命令簿等)」に改め、同条中「公用車」の次に「(マイクロバスを除く。)」

を加え、同条に次の 2 号を加える。 

(3) 公用自動車(集中管理車両)運転命令簿兼使用申請書(別記様式第 5 号の 2) 

(4) 公用自動車(集中管理車両)運転報告簿(別記様式第 5 号の 3) 

第 9 条に次の 4 項を加える。 

2 運転者は、公用車(集中管理車両を除く。)の使用前および使用後に、前項第 1 号の公用自動車

運転命令簿兼運転報告簿または同項第 2 号の公用二輪車運転命令簿兼運転報告簿に必要事項を

記入の上、車両管理者の承認または確認を受けなければならない。 

3 集中管理車両(マイクロバスを除く。)を使用する運転者の所属長は、第 1 項第 3 号の運転命令

簿兼使用申請書を車両管理者に提出し、車両管理者の承認を受けなければならない。 

4 前項の承認を受けて集中管理車両(マイクロバスを除く。)を使用した運転者は、第 1 項第 4

号の運転報告簿に運転記録を記載し、車両管理者に報告しなければならない。 

5 集中管理車両(マイクロバスに限る。)の使用については、別に定める。 

第 12 条第 1 項を次のように改める。 

所属長は、職員(市が公用車の運転を伴う業務を委託する事業者の職員を含む。)に公用車の

運転を指示するときは、公用車の運転前および運転後に、酒気帯び確認記録簿(別記様式第 8

号)に基づき必要事項を確認し、記録するものとする。 

第 12 条第 2 項中「車両管理者」を「所属長」に改め、同項第 4 号中「車両」を「公用車」に改

め、同号を同項第 5 号とし、同項中第 1 号から第 3 号までを 1 号ずつ繰り下げ、同項に第 1 号と

して次の 1 号を加える。 

(1) 前項の規定による公用車の運転前の確認の結果、公用車を運転させることが適当でないと

認められるとき。 

第 13 条中「車両管理者」を「所属長」に改める。 

第 15 条第 3 項および第 4 項を削る。 

第 17 条を次のように改める。 

(燃料の補給等) 

第 17 条 公用車(電気自動車を除く。)への燃料の補給は、あらかじめ市が契約した事業者の給油

所において行わなければならない。ただし、目的地が遠方にある場合で経路の中途において燃

料の補給を行わなければ当該目的地に到着できないときその他やむを得ない理由があると認め

られる場合は、この限りでない。 

2 公用車(電気自動車に限る。)の車載電池に充電するときは、公有財産管理課長が指定する充電

設備で充電しなければならない。 

第 21 条中「臨時職員」を「市が公用車の運転を伴う業務を委託する事業者の職員」に改める。 

別記様式第 1 号を次のように改める。 
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別 記 

  様式第 1 号(第 3 条、第 11 条関係)  

 

別記様式第 2 号を次のように改める。 
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様式第 2 号(第 5 条関係) 

 

 

別記様式第 3 号を次のように改める。 
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様式第 3 号(第 8 条関係) 

 
別記様式第 5 号中「(第 9 条、第 15 条関係)」を「(第 9 条関係)」に改める。 

別記様式第 5 号の次に次の 2 様式を加える。
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 様式第 5 号の 2(第 9 条関係) 
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様式第 5 号の 3(第 9 条関係) 

 

別記様式第 6 号中「購入価格」を「購入価格またはリース料」に、「廃車」を「廃車・返却」

に改める。 

別記様式第 8 号を次のように改める。
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様式第 8 号(第 12 条関係) 

 

 別記様式第 9 号中「総務部長 殿」を「(総括管理者)総務部長 様」に改める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
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令和 4 年 3 月 18 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 11 号 

彦根市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

彦根市国民健康保険条例施行規則(平成 9 年彦根市規則第 18 号)の一部を次のように改正する。 

付則第 5 項中「令和 4 年 3 月 31 日」を「令和 4 年 6 月 30 日」に改める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市少年センターの設置および運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行  
彦根市規則第 12 号 

彦根市少年センターの設置および運営に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市少年センターの設置および運営に関する規則(平成 31 年彦根市規則第 16 号)の一部を次

のように改正する。 

第 2 条に次の 1 号を加える。 

(5) 子ども・若者育成支援推進法(平成 21 年法律第 71 号)第 1 条に規定する子ども・若者育成

支援に係る相談、関係機関の紹介その他の必要な情報の提供および助言に関すること。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市特定教育・保育施設副食費徴収規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行  
彦根市規則第 13 号 

彦根市特定教育・保育施設副食費徴収規則の一部を改正する規則 

彦根市特定教育・保育施設副食費徴収規則(令和元年彦根市規則第 18 号)の一部を次のように改

正する。 

第 2 条第 2 号を次のように改める。 

(2) 第 1 号認定子どものうち、次のアまたはイに掲げるもの(前号に該当する者を除く。) 

ア 市町村民税所得割合算額が 77,101 円以上 97,000 円未満の世帯のうち、令第 14 条に規定

する特定被監護者等が 3 人以上いる世帯に属し、かつ、第 3 子以降である者 

イ 市町村民税所得割合算額が 97,000 円以上の世帯のうち、令第 13 条第 2 項に規定する負

担額算定基準子ども(以下「負担額算定基準子ども」という。)および小学校第 3 学年修了

前子ども(小学校、義務教育学校の前期課程または特別支援学校の小学部の第 1 学年から第

3 学年までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ。)の数が 3 人以上の世帯に

属し、かつ、当該負担額算定基準子どもおよび小学校第 3 学年修了前子どものうち最年長

者または 2 番目の年長者でない者 

付 則 

この規則は、公布の日から施行し、令和 3 年度以後の年度分の副食費の徴収について適用する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
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彦根市障害者福祉センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 14 号 

彦根市障害者福祉センターの管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市障害者福祉センターの管理運営に関する規則(昭和 60 年彦根市規則第 20 号)の一部を次

のように改正する。 

別記様式第 1 号および別記様式第 2 号を次のように改める。 

別 記 

 様式第 1 号(第 4 条関係) 
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様式第 2 号(第 4 条関係) 

 
付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 
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彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 15 号 

彦根市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則 

彦根市建築基準法等施行細則(平成 11 年彦根市規則第 41 号)の一部を次のように改正する。 

第 8 条第 2 項の表中「第 5 条第 15 項」を「第 5 条第 17 項」に改める。 

第 24 条第 29 号および第 30 号を次のように改める。 

(29) Ｅの数値を算出する方法ならびにＶｏおよび風力係数の数値を定める件(平成 12 年建設

省告示第 1454 号)の規定による区域の指定 

(30) 建築基準法第 27 条第 1 項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

(平成 27 年国土交通省告示第 255 号)第１の 4の表に規定する建築物が立地する土地の区域お

よび常備消防機関の現地到着時間の指定 

第 24 条第 30 号の 2 および第 31 号を削る。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行  
彦根市規則第 16 号 

彦根市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市職員の育児休業等に関する規則(平成 4 年彦根市規則第 6 号)の一部を次のように改正す

る。 

第 2 条の 2(見出しを含む。)中「第 2 条第 4 号ア(ｳ)」を「第 2 条第 4 号ア(ｲ)」に改める。 

第 14 条の 2(見出しを含む。)中「第 21 条第 2 号イ」を「第 21 条第 2 号」に改める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 17 号 

彦根市事務分掌規則の一部を改正する規則 

彦根市事務分掌規則(平成 9 年彦根市規則第 38 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 1 項の表市長直轄組織の項中「行政デジタル推進課」を「秘書課」に改める。 

第 2 条第 1 項の表企画振興部シティプロモーション推進課の項中「シティプロモーション推進

課 シティプロモーション推進係 広報係 秘書係」を「広報戦略課 シティプロモーション係 

広報係」に改め、同表福祉保健部介護福祉課の項中「介護福祉課 事業者支援係 高齢福祉係 介

護保険係」を「高齢福祉推進課 企画管理係 事業者支援係 地域包括支援係 介護保険係」に

改め、同表福祉保健部医療福祉推進課の項を削る。 

第 2 条第 2 項の表行政デジタル推進課の項を削り、同表企画課の項の次に次のように加える。 

情報政策課 ＤＸ推進室 

第 2 条第 2 項の表公有財産管理課の項を削り、同表観光交流課の項を次のように改める。 
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観光交流課 フィルムコミッション室 

ひこにゃんブランド推進室 

第 2 条第 2 項の表文化財課の項を次のように改める。 

文化財課 

 

歴史民俗資料室 

彦根城世界遺産登録推進室 

第 3 条第 3 項中「、市民生活・経済再生支援統括監および市民生活・経済再生支援副統括監」

を削る。 

第 4 条中第 5 項を削り、第 6 項を第 5 項とし、第 7 項から第 9 項までを 1 項ずつ繰り上げる。 

第 5 条第 1 項の表市長直轄組織行政デジタル推進課の項を次のように改める。 

秘書課 

   (1) 秘書に関すること。 

   (2) 交際および渉外に関すること。 

   (3) 課内の庶務に関すること。 

第 5 条第 1 項の表企画振興部シティプロモーション課の項を次のように改める。 

広報戦略課 

シティプロモーション係 

(1) 市シティプロモーション戦略の推進に関すること。 

(2) 国際交流および国際協力の推進に関すること。 

(3) 課内の庶務その他課内の他係に属しないこと。 

広報係 

(1) 戦略的な広報の推進に関すること。 

(2) 広報ひこねの編集発行に関すること。 

(3) 市ホームページおよび市ソーシャルネットワーキングサービスに関すること。 

(4) 報道機関との連絡調整に関すること。 

 第 5 条第 1 項の表福祉保健部介護福祉課の項を次のように改める。 

 高齢福祉推進課 

企画管理係 

(1) 高齢者総合福祉施策の企画および調整に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画および介護保険事業計画に関すること。 

(3) 高齢者保健福祉協議会に関すること。 

(4) 老人福祉センター、デイサービスセンターおよびグループホームの指定管理者に関

すること。 

(5) 医療福祉推進センターに関すること。 

(6) 課内の庶務その他課内の他係に属しないこと。 

事業者支援係 

(1) 居宅介護支援事業者の指定、指導等に関すること。 

(2) 介護予防支援事業者の指定、指導等に関すること。 

(3) 地域密着型サービス事業者の指定、指導等に関すること。 

(4) 介護予防・日常生活支援総合事業サービス事業者の指定、指導等に関すること。 

(5) 介護給付等費用適正化事業に関すること。 

地域包括支援係 

(1) 高齢者の措置に関すること。 

(2) 高齢者虐待に関すること。 
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(3) 高齢者の権利擁護および成年後見制度に関すること。 

(4) 老人クラブの指導育成に関すること。 

(5) 公益社団法人彦根市シルバー人材センターとの連絡調整に関すること。 

(6) 介護予防・日常生活支援総合事業(事業者の指定、指導等に関することを除く。)

に関すること。 

(7) 包括的支援事業に関すること。 

(8) 地域自立生活支援事業に関すること。 

(9) その他高齢者福祉に関すること。 

介護保険係 

(1) 介護保険の認定調査に関すること。 

(2) 介護認定審査会に関すること。 

(3) 介護保険の給付等に関すること。 

(4) 保健福祉事業に関すること。 

(5) 福祉用具・住宅改修支援事業に関すること。 

(6) 家族介護支援事業に関すること。 

(7) その他介護保険の推進に関すること。 

第 5 条第 1 項の表福祉保健部医療福祉推進課の項を削り、同表産業部地域経済振興課雇用労政

係の項中第 3 号を削り、第 4 号を第 3 号とし、第 5 号を第 4 号とし、第 6 号を第 5 号とし、同表

産業部地域経済振興課商工振興係の項に次の 1 号を加える。 

   (12) テレワークオフィスに関すること。 

第 5 条第 1 項の表産業部観光交流課観光企画係の項第 5 号を次にように改める。 

   (5) 課内の庶務その他課内の他係に属しないこと。 

第 5 条第 1 項の表産業部観光交流課観光企画係の項第 6 号を削り、同表都市建設部交通対策課

の項第 1 号中「交通対策」を「地域公共交通の活性化および再生」に改め、同項第 2 号中「鉄軌

道関連施設」を「鉄道関連施設」に改め、同項第 3 号中「交通安全」を「交通安全思想の普及徹

底」に改め、同項第 4 号中「交通安全施設の施策推進および調査研究」を「交通安全対策会議」

に改め、同項中第 10 号を第 12 号とし、第 7 号から第 9 号までを 2 号ずつ繰り下げ、同項第 6 号

中「および車両置場」を削り、同号を同項第 7 号とし、同号の次に次の 1 号を加える。 

(8) 市営自転車駐車場の設置および管理に関すること。 

第 5 条第 1 項の表都市建設部交通対策課の項中第 5 号を第 6 号とし、第 4 号の次に次の 1 号を

加える。 

(5) 放置自転車対策に関すること。 

第 5 条第 1 項の表歴史まちづくり部都市計画課都市計画係の項中第 10 号を第 12 号とし、第 9

号を第 11 号とし、第 8 号を第 10 号とし、第 7 号の次に次の 2 号を加える。 

   (8) 低未利用土地等に関すること。 

(9) 所有者不明土地に関すること。 

第 5 条第 2 項の表市民生活・経済再生支援室の項を削り、同表女性活躍推進室の項の次に次の

ように加える。 

ＤＸ推進室 (1) 行政デジタル化に関する総合的な企画、調整および推進に関するこ

と。 

(2) 室内の庶務に関すること。 

 第 5 条第 2 項の表庁舎耐震化推進室の項を削り、同表フィルムコミッション室の項の次に次の

ように加える。 
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ひこにゃんブ

ランド推進室 

(1) ひこにゃんおよびいいのすけの商標管理に関すること。 

(2) その他ひこにゃんおよびいいのすけの活用に関すること。 

第 5 条第 2 項の表ひこにゃんブランド推進室の項を削る。 

付 則 

(施行期日) 

1 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

(彦根市介護保険条例施行規則の一部改正) 

2 彦根市介護保険条例施行規則(平成 12 年彦根市規則第 41 号)の一部を次のように改正する。 

第 20 条中「福祉保健部介護福祉課」を「福祉保健部高齢福祉推進課」に改める。 

(彦根市福祉事務所処務規則の一部改正) 

3 彦根市福祉事務所処務規則(平成 12 年彦根市規則第 42 号)の一部を次のように改正する。 

第 3 条中「介護福祉課」を「高齢福祉推進課」に改める。 

(彦根市福祉センター管理規則の一部改正) 

4 彦根市福祉センター管理規則(平成 25 年彦根市規則第 53 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 1 号中「介護福祉課」を「高齢福祉推進課」に改める。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市介護サービス事業者の業務管理体制の整備の届出に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 18 号 

彦根市介護サービス事業者の業務管理体制の整備の届出に関する規則の一部を改正する

規則 

彦根市介護サービス事業者の業務管理体制の整備の届出に関する規則(平成 21 年彦根市規則第

31 号)の一部を次のように改正する。 

別記様式第 1 号および別記様式第 2 号を次のように改める。 
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別 記 

 様式第 1 号(第 2 条、第 4 条関係) 
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様式第 2 号(第 3 条関係) 
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付 則 

この規則は、公布の日から施行する。  

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市消防団員等公務災害補償条例第 9 条の 2 第 1 項の規則で定める金額を定める規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行  

彦根市規則第 19 号 

彦根市消防団員等公務災害補償条例第 9 条の 2 第 1 項の規則で定める金額を定める規則の

一部を改正する規則 

彦根市消防団員等公務災害補償条例第 9 条の 2 第 1 項の規則で定める金額を定める規則(平成

19 年彦根市規則第 6 号)の一部を次のように改正する。 

本則の表常時介護を要する状態の項中「73,090 円」を「75,290 円」に改め、同表随時介護を要

する状態の項中「36,500 円」を「37,600 円」に改める。 

   付 則 

1 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則による改正後の彦根市消防団員等公務災害補償条例第 9 条の 2 第 1 項の規則で定める

金額を定める規則の規定は、令和 4 年 4 月 1 日以後の期間に係る介護補償の額について適用し、

同日前の期間に係る介護補償の額については、なお従前の例による。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市有料公園施設管理運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 20 号  

彦根市有料公園施設管理運営規則の一部を改正する規則 

彦根市有料公園施設管理運営規則(平成 18 年彦根市規則第 1 号)の一部を次のように改正する。 

第 4 条第 3 項中「570 円」を「420 円」に改める。 
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付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市消防団員の服制に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行   
彦根市規則第 21 号 

彦根市消防団員の服制に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市消防団員の服制に関する規則(昭和 63 年彦根市規則第 20 号)の一部を次のように改正す

る。 

別表第 1 夏帽の部周章の項中「帽のまわり」を「帽の腰回り」に改め、同表略帽の部を次のよ

うに改める。 

活動帽  色  青色  

前章  消防章を含むデザインししゅうを施す。  

製式  帽子の後部は、容易にサイズを変更できるものとする。  
ひさし上部は、デザインししゅうを施す。  
形状は、図のとおりとする。  

別表第 1 防火帽の部保安帽の項中「合成樹脂」を「合成繊維」に改め、同部しころの項中「銀

色」を「紺色」に、「執り付け金具」を「取付け金具」に改め、同表活動上衣の部を次のように

改める。 

活動上衣  色  青色とし、胸囲および袖 (図中網掛け部分 )にオレンジ色を

配する。  
製式  長袖とし、ファスナーをつける。  

用途に応じ、通気性、難燃性、強度、帯電・静電気防止等

の機能性に配慮する。  
両肩に肩章をつける。  
背面上部に「彦根市消防団」の文字を、背面下部に「ＶＯ

ＬＵＮＴＥＥＲ ＦＩＲＥ ＣＯＲＰＳ」の文字を表示す

る。  
形状は、図のとおりとする。  

別表第 1 活動ズボンの部色の項を次のように改める。 

色  青色とし、ポケット (図中網掛け部分 )にオレンジ色を配す

る。  
別表第 1 防火衣の部製式の項を次のように改める。 

製式  折りえりラグラン袖式バンドつきとする。  
肩およびその前後に耐衝撃材を入れる。  
上前は、ファスナーおよび前立て (マジックテープ止め )と
する。  
ポケット (蓋つき )は、左右側腹部にそれぞれ 1 個つける。  
背面上部に「彦根市消防団」および背面下部に「ＶＯＬＵ

ＮＴＥＥＲ ＦＩＲＥ ＣＯＲＰＳ」の文字で表示する。 
形状は、図のとおりとする。  
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別表第 1 備考中 1 を削り、2 を 1 とし、3 から 10 までを 2 から 9 までとする。 

別表第 1 略帽の図を次のように改める。 

活動帽 

 

別表第 1 
防火帽 

の図を次のように改める。 
  

保安帽   

防火帽 

背面 正面 

  

左側面 右側面 

 
 

別表第 1 略帽、安全帽および保安帽の階級周章の図を次のように改める。 
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安全帽および防火帽の階級周章 

 
別表第 1 活動ズボンの図を次のように改める。  

活動ズボン 

 

別表第 1 活動上衣の図を次のように改める。  
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活動上衣 

前面 

 

後面 

 
 

別表第 1 防火衣の図を次のように改める。  

防火衣 

前面 
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後面 

 
 

別表第 1
消防手帳 

の図を次のように改める。 
  

恒久用紙   

消防手帳 

恒久用紙 

 
付 則 

1 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則の施行の際改正前の彦根市消防団員の服制に関する規則に規定する服制基準に基づ

く被服等を使用しているときは、この規則による改正後の彦根市消防団員の服制に関する規則

の服制基準の規定にかかわらず、当分の間、引き続き使用することができる。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
 彦根市一時預かりの実施に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 22 号 

彦根市一時預かりの実施に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市一時預かりの実施に関する規則(平成 17 年彦根市規則第 82 号)の一部を次のように改正

する。 

       「     「    
第 3 条の表中  彦根市立ふたば保育園  

 

 を  彦根市立西保育園   に改める。  
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彦根市立東保育園  
彦根市立ふたば保育園  

 

  
」   」  

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
美しいひこね創造条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

 彦根市長  和 田 裕 行  

彦根市規則第 23 号 

美しいひこね創造条例施行規則の一部を改正する規則 

美しいひこね創造条例施行規則(平成 18 年彦根市規則第 2 号)の一部を次のように改正する。 

第 5 条第 2 項中「(申請者が未成年者である場合には、併せて親権者の同意)」を削る。 

 「  

 

 

別記様式第 1 号中 

(未成年者の場合のみ) 

  親権者(保護者)住所 

          

氏名 

         (申請者との関係：      ) 
 

 

 

を削る。 

 

 

」 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
 彦根市契約規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行   

彦根市規則第 24 号 

彦根市契約規則の一部を改正する規則 

彦根市契約規則(昭和 44 年彦根市規則第 33 号)の一部を次のように改正する。 

別記様式第 6 号その 1 彦根市工事請負契約約款第 32 条中「令和 4 年 3 月 31 日」を「令和 5 年

3 月 31 日」に改める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市消防団員の分限および懲戒の処分の手続に関する規則をここに公布する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 25 号 

彦根市消防団員の分限および懲戒の処分の手続に関する規則 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、彦根市消防団条例(昭和 25 年彦根市条例第 10 号。以下「条例」という。)

第 5 条の規定に基づき、彦根市消防団員(以下「団員」という。)の分限および懲戒の処分の手

続に関し、必要な事項を定めるものとする。 
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(降任または免職の手続) 

第 2 条 任命権者は、条例第 3 条の 2 第 1 項第 2 号の規定に該当するものとして団員を降任し、

または免職する場合においては、あらかじめ医師に診断を行わせなければならない。 

2 条例第 3 条の 2 第 1 項の規定に基づく降任または免職の処分は、その旨を記載した書面を当該

団員に交付して行わなければならない。 

(懲戒の手続) 

第 3 条 条例第 4 条第 1 項の規定に基づく戒告、停職または免職の処分は、その旨を記載した書

面を当該団員に交付して行わなければならない。 

(停職の効果) 

第 4 条 停職の期間は、1 日以上 1 箇月以下とする。 

2 停職者(条例第 4 条第 1 項の規定に基づき停職の処分を受けた者をいう。以下同じ。)は、その

職を保有するが職務に従事しない。 

3 停職者には、停職の期間中いかなる報酬も支給しない。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
 彦根市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 26 号 

彦根市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則(平成 19 年彦根市規則第 5 号)

の一部を次のように改正する。 

第 1 条第 2 号中「､収容されている場合」の次に「、同法第 64 条の規定による保護処分として

少年院に送致され、収容されている場合、同法第 66 条の規定による決定により少年院に収容され

ている場合」を加える。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行  

彦根市規則第 27 号 

彦根市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則(令和 2 年彦根市規則第 19 号)の一部

を次のように改正する。 

別表第 1(7)の項中「連続する」を削り、同表(8)の項中「7 月から 9 月まで」を「6 月から 10

月まで」に改める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
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 彦根市職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 28 号 

彦根市職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

彦根市職員の給与に関する規則(昭和 47 年彦根市規則第 13 号)の一部を次のように改正する。 

第 4 条の 3 に次の 1 号を加える。 

(5) 使用距離 交通用具を使用した通勤距離をいう。 

第 8 条第 1 項第 1 号中「通用期間が支給単位期間(条例第 15 条第 8 項に規定する支給単位期間

をいう。以下同じ。)である定期券の価額」を「次のアおよびイに掲げる場合の区分に応じ、当該

アおよびイに定める額」に改め、同号に次のように加える。 

ア イに掲げる場合以外の場合 通用期間を支給単位期間(条例第 15 条第 8 項に規定する支

給単位期間をいう。以下同じ。)と同じくする定期券の価額 

イ 使用する定期券の通用期間が 6 箇月を超える場合 市長の定める額 

第 9 条の 2 第 2 項第 1 号中「前項第 2 号に掲げる理由が生じた場合にあっては当該理由に係る

交通機関等(同号の改定後に 1 箇月当たりの運賃等相当額等が 55,000 円を超えることとなるとき

は、その者の利用するすべての交通機関等)、同項第 1 号、第 3 号または第 4 号に掲げる理由が生

じた場合にあってはその者の利用するすべての交通機関等につき、使用されるべき通用期間の定

期券の運賃等の払戻しを、市長の定める月(以下この条において「理由発生月」という。)の末日

にしたものとして得られる額(次号において「払戻金相当額」という。)」を「次のアおよびイに

掲げる場合の区分に応じ、当該アおよびイに定める額」に改め、同号に次のように加える。 

ア イに掲げる場合以外の場合 前項第 2 号に掲げる理由が生じた場合にあっては当該理由

に係る交通機関等(同号の改正後に 1 箇月当たりの運賃等相当額等が 55,000 円を超えるこ

ととなるときは、その者の利用する全ての交通機関等)、同項第 1 号、第 3 号または第 4

号に掲げる理由が生じた場合にあってはその者の利用する全ての交通機関等につき、使用

されるべき通用期間の定期券の運賃等の払戻しを、市長の定める月(以下この条において

「理由発生月」という。)の末日にしたものとして得られる額(次号において「払戻金相当

額」という。) 

イ 使用している定期券に通用期間が 6 箇月を超えるものがある場合 市長の定める額 

第 9 条の 2 第 2 項第 2 号ア中「イ」を「イおよびウ」に改め、同号イ中「支給されている場合」

の次に「(ウに掲げる場合を除く。)」を加え、「すべて」を「全て」に改め、同号に次のように

加える。 

ウ 前号イに掲げる場合 市長の定める額 

第 9 条の 3 第 1 項第 1 号中「当該交通機関等において発行されている定期券の通用期間のうち

6 箇月を超えない範囲内で最も長いものに相当する期間」を「次のアおよびイに掲げる場合の区

分に応じ、当該アおよびイに定める期間」に改め、同号に次のように加える。 

ア イに掲げる場合以外の場合 交通機関等における定期券の通用期間のうち最も長いもの

に相当する期間 

イ 使用する定期券の通用期間が 6 箇月を超える場合 市長の定める期間 

第 14 条第 1 項中「4,382 円」を「4,337 円」に改める。 

付 則 

1 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 
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2 この規則の施行の際に 6 箇月を超える通用期間である通勤用定期乗車券(これに準ずるものを

含む。)に係る通勤手当を支給されている職員の当該通勤手当の額の改定、返納および支給単位

期間については、第 9 条第 2 項、第 9 条の 2 第 1 項(第 2 号に係る部分に限る。)および第 9 条

の 4 第 1 項の規定にかかわらず、当該通用期間が終了するまでの間、なお従前の例によること

ができる。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
 彦根市市税規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行   

彦根市規則第 29 号 

彦根市市税規則の一部を改正する規則 

彦根市市税規則(平成 6 年彦根市規則第 24 号)の一部を次のように改正する。 

第 10 条の表(11)の項中「熱損失防止改修に伴う固定資産税減額申告書」を「熱損失防止改修等

に伴う固定資産税減額申告書」に改め、同表(13)の項中「認定長期優良住宅化熱損失防止改修に

伴う固定資産税減額申告書」を「認定長期優良住宅化熱損失防止改修等に伴う固定資産税減額申

告書」に改める。 

別記様式第 61 号中「資金又は」を「資本金または」に、「及び資本金準備金」を「および資本

準備金の額」に改める。 

別記様式第 61 号の 2 中「資本金又は」を「資本金または」に、「資本金及び」を「資本金の額

および」に、「資金又は」を「資本金または」に、「資本金の額及び」を「資本金の額および」

に改める。 

別記様式第 73 号の 4 中「熱損失防止改修に伴う固定資産税減額申告書」を「熱損失防止改修等

に伴う固定資産税減額申告書」に、「平成 20 年 1 月 1 日」を「平成 26 年 1 月 1 日」に、「改修

工事完了日」を「改修工事等完了日」に、「改修費用」を「改修等費用」に、「50 万円」を「60

万円」に、「改修工事完了から」を「改修工事等完了から」に、「熱損失防止改修に要した」を

「熱損失防止改修等に要した」に、「熱損失防止改修工事証明書」を「増改築等工事証明書」に

改める。 

別記様式第 73 号の 6 中「認定長期優良住宅化熱損失防止改修に伴う固定資産税減額申告書」を

「認定長期優良住宅化熱損失防止改修等に伴う固定資産税減額申告書」に、「平成 20 年 1 月 1

日」を「平成 26 年 1 月 1 日」に、「改修工事完了日」を「改修工事等完了日」に、「改修費用」

を「改修等費用」に、「50 万円」を「60 万円」に、「改修工事完了から」を「改修工事等完了か

ら」に、「熱損失防止改修に要した」を「熱損失防止改修等に要した」に改める。 

付 則 

1 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の様式(以下｢旧様式｣という。)により使用されて

いる書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなすことができる。 

3 この規則の施行の際、現にある旧様式による書類については、当分の間、所要の調整をして使

用することができる。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市市税条例第 34 条の 6 第 1 項第 1 号に規定する寄附金を定める規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 
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彦根市長  和 田 裕 行   

彦根市規則第 30 号 

彦根市市税条例第 34 条の 6 第 1 項第 1 号に規定する寄附金を定める規則の一部を改正する

規則 

彦根市市税条例第 34 条の 6 第 1 項第 1 号に規定する寄附金を定める規則(平成 20 年彦根市規則

第 53 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 条の表中「(所得税法施行令の一部を改正する政令(平成 20 年政令第 155 号)附則第 13 条第

2 項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税法施行令第 217 条第 1 項第 2

号および第 3 号に規定する民法法人を含む。)」を削る。 

付 則 

 この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
 彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険の保険料の減免に関する規則の一

部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行  
彦根市規則第 31 号 

彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険の保険料の減免に関する規則

の一部を改正する規則 

彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険の保険料の減免に関する規則(令

和 2 年彦根市規則第 64 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 1 項第 2 号イ中「所得の金額について、条例第 14 条第 1 項」を「地方税法(昭和 25

年法律第 226 号)第 314 条の 2 第 1 項」に改め、「ならびに」の次に「国民健康保険法施行令(昭

和 33 年政令第 362 号)第 27 条の 2 第 1 項に規定する」を、「計算される所得の金額」の次に「(同

法第 314 条の 2 第 1 項各号および第 2 項の規定の適用がある場合は、その適用前の金額)」を加え、

同号ウ中「世帯の主たる生計維持者の事業収入等のうち、」を削り、「収入に係る所得以外の前

年の所得の金額の合計」を「世帯の主たる生計維持者の事業収入等に係る所得以外の前年の所得

の合計金額」に改め、同条第 2 項中「令和 4 年 3 月 31 日」を「令和 5 年 3 月 31 日」に改める。 

第 3 条第 3 項中「次に掲げる保険料」を「令和 4 年度分の保険料であって、令和 4 年 4 月 1 日

から令和 5 年 3 月 31 日までの間に納期限(特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の

支払日)が定められているものおよび令和 3 年度相当分の保険料であって、令和 4 年 3 月 31 日ま

でに資格を取得したこと等により、令和 4 年 4 月以後に普通徴収の納期限が設定されているもの」

に改め、同項各号を削る。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う介護保険の保険料の減免に関する規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行  
彦根市規則第 32 号 

彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う介護保険の保険料の減免に関する規則の一
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部を改正する規則  
彦根市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う介護保険の保険料の減免に関する規則(令和 2

年彦根市規則第 65 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 1 項第 2 号イ中「事業収入等のうち、減少が見込まれる収入に係る所得以外の前年の

所得の金額の合計」を「合計所得金額(地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 292 条第 1 項第 13

号に規定する合計所得金額をいい、租税特別措置法(昭和 32 年法律第 26 号)に規定する長期譲渡

所得または短期譲渡所得に係る特別控除額の適用がある場合は、当該合計所得金額から特別控除

額を控除して得た額とする。)のうち、減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前

年の所得の合計金額」に改め、同条第 2 項中「令和 4 年 3 月 31 日」を「令和 5 年 3 月 31 日」に

改める。 

第 3 条第 1 項第 2 号の表中「(第 3 項第 1 号の保険料に係る減免の場合は、2,000,000 円)」お

よび「(第 3 項第 1 号の保険料に係る減免の場合は、2,000,001 円)」を削り、同条第 3 項中「次

に掲げる保険料」を「令和 4 年度分の保険料であって、令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31

日までの間に納期限(特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日)が定められて

いるものおよび令和 3 年度相当分の保険料であって、令和 4 年 3 月 31 日までに資格を取得したこ

とにより、令和 4 年 4 月以後に普通徴収の納期限が設定されているもの」に改め、同項各号を削

る。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市立保育所管理運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和 4 年 4 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市規則第 32 号の 2 

彦根市立保育所管理運営規則の一部を改正する規則 

彦根市立保育所管理運営規則(昭和 63 年彦根市規則第 14 号)の一部を次のように改正する。 

第 4 条の表彦根市立ふたば保育園の項中「100 人」を「90 人」に、「150 人」を「140 人」に改

める。 

付 則 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  

告示  
彦根市告示第 47 号 

建築基準法第 7 条の 3 第 1 項第 2 号および第 6 項の規定による特定工程および特定工程後の工

程の指定の一部を改正する告示を次のように定める。 

 令和 4 年 3 月 16 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

建築基準法第 7 条の 3 第 1 項第 2 号および第 6 項の規定による特定工程および特定工程後

の工程の指定の一部を改正する告示 

建築基準法第 7 条の 3 第 1 項第 2 号および第 6 項の規定による特定工程および特定工程後の工

程の指定(平成 19 年彦根市告示第 133 号)の一部を次のように改正する。 

第 2 項中「平成 34 年 3 月 31 日」を「令和 9 年 3 月 31 日」に改める。 
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付 則 

この告示は、令和 4 年 3 月 16 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 48 号 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 260 条の 2 第 11 項の規定により、認可を受けた地縁によ

る団体から告示された事項に変更があった旨の届出があったので、下記のとおり同条第 10 項の規

定により告示する。 

  令和 4 年 3 月 16 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行 

記 

変更事項 

 代表者の変更                          

地縁による団体の名称 
代表者の氏名および住所 

変  更  前 変  更  後 

田原町自治会 
辰巳 雅章 

(略) 

小林 淳 

(略) 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 49 号 

児童福祉施設入所費保護者負担金助成要綱を廃止する告示を次のように定める。 

令和 4 年 3 月 18 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

児童福祉施設入所費保護者負担金助成要綱を廃止する告示 

児童福祉施設入所費保護者負担金助成要綱(昭和 51 年彦根市告示第 31 号)は、廃止する。 

付 則 

1 この告示は、令和 4 年 3 月 18 日から施行する。 

2 この告示の施行前にこの告示による廃止前の児童福祉施設入所費保護者負担金助成要綱(以下

「旧告示」という。)第 5 条第 1 項の規定により申請を行い、助成を受けた者に対する旧告示第

6 条の規定は、なおその効力を有する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 50 号 

彦根市私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費給付要綱を次のように定める。 

令和 4 年 3 月 24 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費給付要綱 

(趣旨) 

第 1 条 市長は、低所得で生計の維持が困難である認定保護者(子ども・子育て支援法(平成 24

年法律第 65 号。以下「法」という。)第 30 条の 5 第 3 項に規定する施設等利用給付認定保護者

をいう。以下同じ。)およびその子どもの円滑な私立幼稚園(法 58 条の 2 の特定子ども・子育て

支援施設等の確認を受けた私立の幼稚園をいう。以下同じ。)の利用を図り、もって全ての子ど

もの健やかな成長を支援するため、認定保護者に対し、私立幼稚園に支払うべき費用の額の一

部について私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費(以下「給付費」という。)を給付するもの

とし、その給付に関しては、彦根市補助金等交付規則(平成 19 年彦根市規則第 15 号)に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 
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(給付対象者) 

第 2 条 給付の対象となる者(以下「給付対象者」という。)は、次の各号に掲げる給付費の対象

となる費用(以下「給付対象費用」という。)の区分に応じ、当該各号に掲げる者とする。 

(1) 次条第 1 号および第 2 号に掲げる給付対象費用 市内に住所を有する認定保護者のうち、

その子どもが市内の私立幼稚園を利用しているものであって、かつ、各月の初日において次

のアまたはイのいずれかの世帯に属するもの 

ア 生活保護法(昭和 25年法律第 144号)および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律(平成 6 年法律第 30

号)による支援給付を受けている世帯 

イ 市町村民税が非課税となる者(子ども・子育て支援法施行令(平成 26 年政令第 213 号。以

下「令」という。)第 15 条の 3 第 2 項に規定する市町村民税を課されない者に準ずる者と

して市長が認める者を含む。)により構成される世帯 

(2) 次条第 3 号に掲げる給付対象費用 市内に住所を有する認定保護者のうち、その子どもが

私立幼稚園を利用しているものであって、かつ、各月の初日において次のアからエまでのい

ずれかに該当するものとする。 

ア 令第 4 条第 2 項第 2 号に規定する市町村民税所得割合算額(以下「市町村民税所得割合算

額」という。)が 77,101 円未満である者 

イ 次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる要件のいずれにも該当する者 

(ｱ) 市町村民税所得割合算額が 77,101 円以上 97,000 円未満である者 

(ｲ) 令第 14 条に規定する特定被監護者等が 3 人以上いる世帯に属する者 

(ｳ) 当該私立幼稚園を利用している子どもが、第 3 子以降の子どもである者 

ウ 令第 13 条第 2 項に規定する負担額算定基準子どもまたは小学校第 3 学年修了前子ども

(小学校、義務教育学校の前期課程または特別支援学校の小学部の第 1 学年から第 3 学年ま

でに在籍する子どもをいう。)(以下「負担額算定基準子ども等」という。)が同一の世帯に

3 人以上いる場合の当該負担額算定基準子ども等(最年長者および 2 番目の年長者である者

を除く。)の保護者 

エ 令第 15 条の 3第 2項に規定する市町村民税を課されない者に準ずる者として市長が認め

る者 

(給付対象費用) 

第 3 条 給付対象費用は、認定保護者が私立幼稚園に支払うべき費用のうち、次に掲げるものと

する。 

(1) 日用品、文房具その他の私立幼稚園における教育および保育に必要な物品の購入に要する

費用 

(2) 私立幼稚園の行事への参加に要する費用 

(3) 副食費 

(給付費の額) 

第 4 条 給付費の額は、次の表に定めるとおりとする。 

給付対象者  1 月当たりの給付費の額 

第 2条第 1号に該当する者(同号ア

の世帯に属する者に限る。) 

給付対象費用の額と児童 1人につき 2,500 円として算

出した額とを比較していずれか低い方の額 

第 2条第 1号に該当する者(同号イ

の世帯に属する者に限る。) 

給付対象費用の額と児童 1人につき 1,000 円として算

出した額とを比較していずれか低い方の額 

第 2 条第 2 号に該当する者 給付対象費用の額と児童 1人につき 4,500 円として算
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出した額とを比較していずれか低い方の額 

(給付費の申請) 

第 5 条 給付費の給付を受けようとする者は、私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費給付申請

書(別記様式第 1 号)により、市長が別に定める期日までに市長に申請するものとする。 

(給付の決定) 

第 6 条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、給付の可否を決

定し、私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費給付(決定・却下・変更)通知書(別記様式第 2

号)により申請者に通知するものとする。 

2 前項の規定による通知は、給付の内容に変更があった場合について準用する。 

(給付の方法) 

第 7 条 給付費は、第 5 条の申請があった日の属する年度ごとに給付する。 

(給付の決定の取消し等) 

第 8 条 市長は、認定保護者が偽りその他不正な手段により給付費の給付の決定を受けたときは、

当該給付の決定を取り消すことができる。この場合において、認定保護者は、既に給付費の給

付を受けているときは、速やかに当該給付費を返還しなければならない。 

2 市長は、第 6 条の規定により給付費の給付の決定を受けた認定保護者が所得税の修正申告等に

より第 2 条各号の世帯に属する者に該当しなくなった場合は、当該認定保護者に対し、既に給

付した給付費の返還を命ずることができる。 

(その他) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

1 この告示は、令和 4 年 3 月 24 日から施行し、令和 3 年度以後の年度分の予算に係る給付費に

ついて適用する。 

2 この告示の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までに彦根市私立幼稚園の実費徴収に係

る補足給付費給付要綱を廃止する告示(令和 4 年彦根市教育委員会告示第 4 号)による廃止前の

彦根市私立幼稚園の実費徴収に係る補足給付費給付要綱(令和 3 年彦根市教育委員会告示第 4

号)(以下「旧告示」という。)の規定により行った決定その他の行為で現に効力を有するものお

よび行われた申請その他の行為でこの施行日以後に処理されることとなるものは、この告示の

相当規定により行った決定その他の行為および行われた申請その他の行為とみなす。 
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別 記 

様式第 1 号(第 5 条関係) 
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様式第 2 号(第 6 条関係) 

 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 51 号 

彦根市緊急通報システム事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和 4 年 3 月 25 日 
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彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市緊急通報システム事業実施要綱の一部を改正する告示 

彦根市緊急通報システム事業実施要綱(平成 6 年彦根市告示第 9 号)の一部を次のように改正す

る。 

第 5 条中「協力員 3 人」を「2 人以上の協力員」に改める。 

第 6 条中「協力員 3 人」を「全ての協力員」に改める。 

第 11 条中「126 円」を「250 円」に改める。 

付 則 

1 この告示は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 11 条の改正規定は、同年 10 月 1 

日から施行する。 

2 改正後の第 11 条の規定は、令和 4 年 10 月以後の月分の利用料について適用し、同年 9 月以前

の月分の利用料については、なお従前の例による。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 52 号 

彦根市家庭学習のための通信機器貸与事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市家庭学習のための通信機器貸与事業実施要綱の一部を改正する告示 

彦根市家庭学習のための通信機器貸与事業実施要綱(令和 3年彦根市告示第 83号)の一部を次の

ように改正する。 

第 7 条第 6 項を次のように改める。 

6 前 2 項の規定にかかわらず、次に掲げる場合は、利用者は、通信費を負担しないものとする。 

(1) 災害その他特別の理由により、彦根市立の小学校および中学校が学級閉鎖、学年閉鎖およ

び臨時の休校となった場合において、市長が必要と認めるとき。 

(2) 前号に規定する場合以外の場合において、特別な理由があると市長が認めるとき。 

付 則 

この告示は、令和 4 年 3 月 25 日から施行し、同年 1 月 1 日から適用する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 53 号 

 彦根市自転車等の放置の防止に関する条例(平成 9 年彦根市条例第 1 号。以下「条例」という。)

第 11 条第 2 項の規定により、下記のとおり自転車等を移動し、保管したので、条例第 12 条第 1

項の規定により告示する。 

  令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行   

記 

1 移動理由  

  条例第 11 条第 2 項に該当したため 

2 移動区域 

  福満公園 

3 移動日時 

令和 4 年 2 月 17 日 午前 9 時から午前 10 時まで 

4 保管場所 
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  彦根市放置自転車等保管場所(彦根市山之脇町 33 番地 1 地先) 

5 保管期間 

  告示の日から 3 箇月間 

6 返還日時 

  月曜日から金曜日まで 午前 9 時から午後 5 時まで(彦根市の休日を定める条例(平成 2 年彦

根市条例第 12 号)に規定する市の休日を除く。) 

  ※ あらかじめ下記問合せ先に連絡し、返還日時を決定すること。 

7 返還手続 

  次のものを持参の上、保管場所で返還の申請をする。 

(1) 自転車等の鍵 

(2) 本人確認ができるもの(運転免許証、学生証、保険証等) 

(3) 返還手数料(返還手数料の額は、条例別表に定めるところによる。) 

8 引取りのない場合の措置 

  保管期間経過後は、市において処分する。 

9 問合せ先    

彦根市歴史まちづくり部都市計画課(電話 0749－30－6124)  

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 54 号 

 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 219 条第 2 項の規定により、令和 4 年 3 月 25 日市議会の

議決を経た令和 3 年度(2021 年度)彦根市一般会計補正予算(第 17 号)、令和 4 年度(2022 年度)彦

根市一般会計予算、令和 4 年度(2022 年度)彦根市国民健康保険事業特別会計予算、令和 4 年度

(2022 年度)彦根市休日急病診療所事業特別会計予算、令和 4 年度(2022 年度)彦根市農業集落排水

事業特別会計予算、令和 4 年度(2022 年度)彦根市介護保険事業特別会計予算、令和 4 年度(2022

年度)彦根市後期高齢者医療事業特別会計予算、令和 4 年度(2022 年度)彦根市病院事業会計予算、

令和 4 年度(2022 年度)彦根市水道事業会計予算、令和 4 年度(2022 年度)彦根市下水道事業会計予

算、令和 3 年度(2021 年度)彦根市一般会計補正予算(第 18 号)、令和 3 年度(2021 年度)彦根市国

民健康保険事業特別会計補正予算(第 4 号)、令和 3 年度(2021 年度)彦根市休日急病診療所事業特

別会計補正予算(第 1号)、令和 3年度(2021 年度)彦根市介護保険事業特別会計補正予算(第 4号)、

令和 3 年度(2021 年度)彦根市後期高齢者医療事業特別会計補正予算(第 2 号)、令和 3 年度(2021

年度)彦根市病院事業会計補正予算(第 3 号)、令和 3 年度(2021 年度)彦根市水道事業会計補正予

算(第 2 号)、令和 3 年度(2021 年度)彦根市下水道事業会計補正予算(第 2 号)および令和 4 年度

(2022 年度)彦根市一般会計補正予算(第 1 号)の要領を次のとおり公表する。 

  令和 4 年 3 月 25 日 

                            彦根市長  和 田 裕 行   

(以下省略) 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 55 号 

彦根市子ども・若者総合相談センター設置要綱を廃止する告示を次のように定める。 

令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行   

彦根市子ども・若者総合相談センター設置要綱を廃止する告示 

彦根市子ども・若者総合相談センター設置要綱(平成 28 年彦根市告示第 242 号)は、廃止する。 
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付 則 

この告示は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  
彦根市告示第 56 号 

彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金交付要綱を次のように定める。 

 令和 4 年 3 月 25 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金交付要綱 

(趣旨) 

第 1 条 市長は、不登校児童生徒(義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保

等に関する法律(平成 28 年法律第 105 号)第 2 条第 3 号に規定する不登校児童生徒をいう。以下

同じ。)の社会的自立を支援するため、フリースクール等民間施設の利用に要する費用に対し、

予算の範囲内において彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金(以下「補助

金」という。)を交付するものとし、その交付に関しては、彦根市補助金等交付規則(平成 19

年彦根市規則第 15 号。以下「規則」という。)に規定するもののほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において「フリースクール等民間施設」とは、教育委員会が別に定める基準に

基づき、不登校児童生徒を支援するための施設として市長が認めたものをいう。 

(補助対象者) 

第 3 条 補助金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号のいずれにも

該当する者とする。 

(1) 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 18 条に規定する学齢児童または学齢生徒 

(2) 第 6 条の規定による交付申請の前 1 年間において、在籍する学校(以下「在籍校」という。)

に、概ね 30 日以上登校していない者 

(3) 原則として在籍校の授業時間中に継続して週 1 回以上フリースクール等民間施設を利用

している者その他これに準ずる者として市長が認める者 

(4) 国、県、地方公共団体その他の機関の類似の補助金等の交付の対象者となっていない者 

2 補助金の交付を受けることができる者は、補助対象者の保護者(以下「保護者」という。)で、

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市内に住所を有する者 

(2) 児童手当法(昭和 46年法律第 73号)による児童手当(同法附則第 2条第 1項の給付を除く。)

の支給要件を満たす世帯に属する者 

(補助対象経費) 

第 4 条 補助の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、保護者が負担したフリース

クール等民間施設の利用料金(定期的に支払う経費その他市長が利用料金に準じるものとして

認めるものに限る。)とする。ただし、1 箇月当たり 30,000 円を上限とする。  

2 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助金の交付の対象としない。 

(1) 入会金、入学費その他のフリースクール等民間施設の利用の準備に係る経費 

(2) フリースクール等民間施設の利用に係る交通費 

(3) 寮費、教材費、実習費、イベント参加費その他のフリースクール等民間施設の利用に伴う

実費負担に係る費用 
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(4) フリースクール等民間施設の体験利用に係る費用 

 (補助金の額) 

第 5 条 補助金の額は、月ごとに算定するものとし、前条の規定による補助対象経費に、次の各

号に掲げる第 6 条の規定による交付申請時における保護者の区分に応じ、当該各号に掲げる補

助率を乗じて得た額(1 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額)とする。 

 (1) 彦根市就学援助費給付要綱(平成 9 年彦根市教育委員会告示第 4 号)第 4 条第 1 号に規定す

る要保護者 100 分の 100 

 (2) 彦根市就学援助費給付要綱第 4 条第 2 号に規定する準要保護者 100 分の 75 

 (3) 前 2 号に掲げる保護者以外の保護者 100 分の 50 

2 前項の規定により補助金の額を月ごとに算定する場合において、月の中途においてフリースク

ール等民間施設の利用を開始し、または利用を終了したときは、当該月の補助金の額は、当該

利用を開始した日もしくは利用を終了した日の属する月において、フリースクール等民間施設

を利用した日数に 2,000 円を乗じて得た額または当該月に係る補助対象経費のいずれか少ない

額に、同項各号に掲げる補助率を乗じて得た額(1 円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額)とする。 

(交付申請) 

第 6 条 保護者は、彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金交付申請書兼請求

書(別記様式第 1 号。以下「申請書」という。)に次に掲げる書類を添えて市長に提出するもの

とする。 

(1) フリースクール等民間施設利用状況報告書(別記様式第 2 号) 

(2) 補助対象経費の支払が確認できる資料(フリースクール等民間施設が発行した領収書の写

し等) 

(3) その他市長が必要と認める書類 

2 申請書は、次の各号に掲げるフリースクール等民間施設を利用した期間ごとの経費の区分に応

じ、当該各号に掲げる期間中に提出するものとする。 

(1) 4 月 1 日から 6 月 30 日までの利用に係る経費 7 月 1 日から同月末日まで 

(2) 7 月 1 日から 9 月 30 日までの利用に係る経費 10 月 1 日から同月末日まで 

(3) 10 月 1 日から 12 月 31 日までの利用に係る経費 翌年 1 月 1 日から同月末日まで 

(4) 1 月 1 日から 3 月 31 日までの利用に係る経費 4 月 1 日から同月 20 日まで  

3 前項の規定にかかわらず、申請書は、同項第 1 号から第 3 号までに規定する期間中に提出がで

きないことについて理由があると市長が認めるときは、同項第 4 号に規定する期間中に提出す

ることができる。 

(交付決定) 

第 7 条 市長は、申請書の提出があったときは、速やかにこれを審査の上、補助金の交付の適否

を決定し、彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金交付決定通知書(別記様式

第 3 号)または彦根市フリースクール等民間施設利用児童生徒支援補助金不交付決定通知書(別

記様式第 4 号)により申請者に通知するものとする。 

(実績報告および額の確定) 

第 8 条 規則第 13 条の規定による実績報告は、申請書および申請書の添付書類の提出をもってな

されたものとみなす。 

2 規則第 14 条の規定による補助金の額の確定は、前条の規定による交付決定をもってなされた

ものとみなす。 
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(交付決定の取消し等) 

第 9 条 市長は、第 7 条の規定による交付決定を受けた者が、偽りその他不正の手段により補助

金の交付を受けようとしたときまたは受けたときは、当該交付決定の全部または一部を取り消

すことができる。 

2 前項の場合において、補助金が既に交付されているときは、当該補助金の交付を受けた者は、

速やかに当該補助金を返還しなければならない。 

(その他) 

第 10 条 市長は、補助金の交付の前後にかかわらず、必要があると認めるときは、保護者および

フリースクール等民間施設に対し、報告または書類の提出を求めることができる。 

2 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

1 この告示は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この告示は、この告示の施行の日以後のフリースクール等民間施設の利用に係る補助金につい

て適用する。 
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別 記 

様式第 1 号(第 6 条関係) 
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様式第 2 号(第 6 条関係) 
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様式第 3 号(第 7 条関係) 

 

様式第 4 号(第 7 条関係) 

 

 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------  


